
１ .（ ２ ） ② 豪雪地帯等において急な気象状況の悪化等があった場合の
通所介護費等の所要時間の取扱いの明確化

○ 豪雪地帯等において、 積雪等のやむを 得ない事情の中でも 継続的なサービ ス 提供を行う 観点から 、 通所介護費等
の所要時間について、 利用者の心身の状況（ 急な体調不良等） に限ら ず、 積雪等を はじ めと する 急な気象状況の悪
化等によ る やむを 得ない事情についても 考慮する こ と と する 。 【 通知改正】

【 通所介護、 地域密着型通所介護、 認知症対応型通所介護★、 通所リ ハビ リ テーショ ン】

○ 現行の所要時間によ る 区分の取扱いおいては、 現に要し た時間ではなく 、 計画に位置づけら れた内容の通所介護
等を行う ための標準的な時間によ る こ と と さ れている と こ ろ 、 実際の通所介護等の提供が計画上の所要時間よ り も 、
やむを得ず短く なった場合には計画上の単位数を算定し て差し 支えないも のと し ている 。

上記「 やむを得ず短く なった場合」 には、 当日の利用者の心身の状況に加えて、 降雪等の急な気象状況の悪化等
によ り 、 利用者宅と 事業所間の送迎に平時よ り も 時間を 要し た場合も 該当する 。

なお、 計画上の所要時間よ り も 大き く 短縮し た場合には、 計画を変更の上、 変更後の所要時間に応じ た単位数を
算定する こ と 。

概要

算定要件等
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２ .（ １ ） ③ リ ハビリ テーショ ン・ 個別機能訓練、 口腔管理、 栄養管理に係る
一体的計画書の見直し

概要

○ リ ハビ リ テーショ ン ・ 機能訓練、 口腔、 栄養の一体的取組を推進する 観点から 、 リ ハビ リ テーショ ン ・ 個別機能
訓練、 口腔管理、 栄養管理に係る 一体的計画書の見直し を行う 。 【 通知改正】

【 通所介護、 通所リ ハビ リ テーショ ン ★、 地域密着型通所介護、 認知症対応型通所介護★、 介護老
人福祉施設、 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、 介護老人保健施設、 介護医療院】

算定要件等

○ リ ハビ リ テーショ ン ・ 機能訓練、 口腔、 栄養に係る 一体的計画書について、 記載項目の整理する と と も に、 他の
様式における LIFE提出項目を 踏ま えた様式に見直し 。
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【 通所介護、 地域密着型通所介護、 認知症対応型通所介護★】

〇 通所介護等における 入浴介助加算について、 入浴介助技術の向上や利用者の居宅における 自立し た入浴の取組を 促進する 観点から 、
以下の見直し を 行う 。
ア 入浴介助に必要な技術の更なる 向上を 図る 観点から 、 入浴介助加算（ Ⅰ） の 算定要件に、 入浴介助に関わる 職員に対し 、 入浴介助

に関する 研修等を 行う こ と を 新たな要件と し て設ける 。 【 告示改正】
イ 入浴介助加算（ Ⅱ） の算定要件である 、 「 医師等によ る 、 利用者宅浴室の環境評価・ 助言」 について、 人材の有効活用を 図る 観点

から 、 医師等に代わり 介護職員が訪問し 、 医師等の指示の下、 ICT機器を 活用し て状況把握を 行い、 医師等が評価・ 助言する 場合も
算定する こ と を 可能と する 。 【 告示・ 通知改正】

加えて、 利用者の居宅における 自立し た入浴への取組を 促進する 観点から 、 入浴介助加算（ Ⅱ） の算定要件に係る 現行の Q＆A や
留意事項通知で示し ている 内容を 告示に明記し 、 要件を 明確化する 【 告示改正】

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
入浴介助加算（ Ⅰ） 40単位/日 変更なし
入浴介助加算（ Ⅱ） 55単位/日 変更なし

単位数

＜入浴介助加算（ Ⅰ） ＞
・ 入浴介助を適切に行う こ と ができ る 人員及び設備を有し て行われる 入浴介助である こ と 。
・ 入浴介助に関わる 職員に対し 、 入浴介助に関する 研修等を行う こ と 。

＜入浴介助加算（ Ⅱ） ＞（ 入浴介助加算（ Ⅰ） の要件に加えて）

・ 医師、 理学療法士、 作業療法士、 介護福祉士若し く は介護支援専門員又は利用者の動作及び浴室の環境の評価を行う こ と ができ る 福祉用具専
門相談員、 機能訓練指導員、 地域包括支援セン タ ーの職員その他住宅改修に関する 専門的知識及び経験を 有する 者（ 以下「 医師等」 と いう 。 ）
が、 利用者の居宅を 訪問し 、 浴室における 当該利用者の動作及び浴室の環境を 評価し ている こ と 。 こ の際、 当該居宅の浴室が、 当該利用者自身
又は家族等の介助によ り 入浴を 行う こ と が難し い環境にある 場合には、 訪問し た医師等が、 介護支援専門員・ 福祉用具専門相談員と 連携し 、 福
祉用具の貸与・ 購入・ 住宅改修等の浴室の環境整備に係る 助言を行う こ と 。 ただし 、 医師等によ る 利用者の居宅への訪問が困難な場合には、 医
師等の指示の下、 介護職員が利用者の居宅を訪問し 、 情報通信機器等を 活用し て把握し た浴室における 当該利用者の動作及び浴室の環境を 踏ま
え、 医師等が当該評価・ 助言を行っても 差し 支えないも のと する 。

・ 当該事業所の機能訓練指導員等が共同して、 医師等と 連携の下で、 利用者の身体の状況、 訪問により 把握した居宅の浴室の環境等を踏まえた個別の入浴計画
を作成するこ と 。 ただし、 個別の入浴計画に相当する内容を通所介護計画に記載するこ と をも って個別の入浴計画の作成に代えるこ と ができる。

・ 上記の入浴計画に基づき 、 個浴（ 個別の入浴を いう 。 ） 又は利用者の居宅の状況に近い環境（ 利用者の居宅の浴室の手すり の位置や使用する
浴槽の深さ 及び高さ 等に合わせて、 当該事業所の浴室に福祉用具等を 設置する こ と によ り 、 利用者の居宅の浴室の状況を再現し ている も のを い
う 。 ） で、 入浴介助を行う こ と 。

算定要件等

２ .（ ２ ） ① 通所介護等における 入浴介助加算の見直し ①
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利用者宅
利用者宅を訪問

利用者宅の浴室が、利用者自身
又は家族の介助により入浴を行う
ことが難しい環境にある場合

訪問した医師等が、介護支援専門員、
福祉用具専門相談員と連携し、福祉
用具の購入・住宅改修等環境整備等
を助言する。

＜訪問可能な職種＞
医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士若しくは介護支援専門員又は利用者の動作及び浴室の環境の評価を行うことが
できる福祉用具専 門相談員、機能訓練指導員、地域包括支援センターの職員その他住宅改修に関する専門的知識及び経験を
有する者

＋
医師等による利用者の居宅への訪問が困難な場合には、医師等の指示の下、介護職員が 利用者の居宅を訪問し、情報通信機
器等を活用して把握した浴室における利用者の動作及び浴室の環境を踏まえ、医師等が評価・助 言を行っても差し支えない

通所介護事業所

個別入浴計画を作成
個別に入浴を実施

利用者宅の浴室の環境を確認

個浴又は利用者の居宅の状況に近
い環境（福祉用具等を設置すること
により、利用者の居宅の浴室の状況
を再現しているもの）で、入浴介助を
行う。

機能訓練指導員等が共同して、医師等と
連携の下で、利用者の身体の状況、訪問に
より把握した浴室の環境等を踏まえた個別
の入浴計画を作成。なお、通所介護計画へ
の記載をもって個別の入浴計画の作成に代
えることができる。

２ ． （ ２ ） ① 通所介護等における 入浴介助加算の見直し ②

※ 黒字下線部 → 留意事項通知やQ&Aで示している内容を告示に明記した部分。 赤字 → 新規追加部分。

入浴介助を行う職員に対し、
入浴介助に関する研修等を
行うこと。

研修等の実施

＜入浴介助加算（Ⅰ）＞ ＜入浴介助加算（Ⅱ）＞入浴介助加算（Ⅰ）の要件に加えて

通所介護事業所

入浴介助を適切に行うことが
できる人員及び設備を有して
行われる入浴介助であること。

入浴介助の実施

居宅介護支援事業所・
福祉用具販売事業所等

9029



２ .（ ２ ） ② 通所リ ハビリ テーショ ンにおける 入浴介助加算（ Ⅱ） の見直し

概要

○ 通所リ ハビ リ テーショ ン における 入浴介助加算（ Ⅱ） について、 利用者の居宅における 入浴の自立への取組を 促
進する 観点から 、 入浴介助加算（ Ⅱ） の算定要件である 、 「 医師等によ る 、 利用者宅浴室の環境評価・ 助言」 につ
いて、 人材の有効活用を図る 観点から 、 医師等に代わり 介護職員が訪問し 、 医師等の指示の下、 ICT 機器を活用し
て状況把握を行い、 医師等が評価・ 助言する 場合も 算定する こ と を可能と する 。

加えて、 利用者の居宅における 自立し た入浴への取組を促進する 観点から 、 入浴介助加算（ Ⅱ） の算定要件に係
る 現行の Q＆A や留意事項通知で示し ている 内容を告示に明記し 、 要件を明確化する 。 【 告示改正】

【 通所リ ハビ リ テーショ ン 】

算定要件等

＜入浴介助加算（ Ⅱ） ＞（ 入浴介助加算（ Ⅰ） の要件に加えて）

・ 医師、 理学療法士、 作業療法士、 言語聴覚士若し く は介護支援専門員又は利用者の動作及び浴室の環境の評価
を 行う こ と ができ る 福祉用具専門相談員、 地域包括支援セン タ ーの職員その他住宅改修に関する 専門的知識及び
経験を 有する 者（ 以下「 医師等」 と いう 。 ） が、 利用者の居宅を 訪問し 、 浴室における 当該利用者の動作及び浴
室の環境を 評価し ている こ と 。 こ の際、 当該居宅の浴室が、 当該利用者自身又は家族等の介助によ り 入浴を 行う
こ と が難し い環境にある 場合には、 訪問し た医師等が、 介護支援専門員・ 福祉用具専門相談員と 連携し 、 福祉用
具の貸与・ 購入・ 住宅改修等の浴室の環境 整備に係る 助言を行う こ と 。 ただし 、 医師等によ る 利用者の居宅への
訪問が困難な場合には、 医師等の指示の下、 介護職員が利用者の居宅を 訪問し 、 情報通信機器等を 活用し て把握
し た浴室における 当該利用者の動作及び浴室の環境を 踏ま え、 医師等が当該評価・ 助言を 行っ ても 差し 支えない
も のと する 。

・ 当該事業所の理学療法士等が、 医師等と の連携の下で、 利用者の身体の状況、 訪問によ り 把握し た居宅の浴室
の環境等を 踏ま えた個別の入浴計画を 作成する こ と 。 ただし 、 個別の入浴計画に相当する 内容を 通所リ ハビ リ
テーショ ン 計画に記載する こ と を も って個別の入浴計画の作成に代える こ と ができ る 。

・ 上記の入浴計画に基づき 、 個浴（ 個別の入浴を いう 。 ） 又は利用者の居宅の状況に近い環境（ 利用者の居宅の
浴室の手すり の位置、 使用する 浴槽の深さ 及び高さ 等に合わせて、 当該事業所の浴室に福祉用具等を 設置する こ
と によ り 、 利用者の居宅の浴室の状況を 再現し ている も のをいう 。 ） で、 入浴介助を行う こ と 。
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５ ． ⑤ 通所系サービス における 送迎に係る 取扱いの明確化

○ 通所系サービ ス における 送迎について、 利便性の向上や運転専任職の人材不足等に対応する 観点から 、 送迎先に
ついて利用者の居住実態のある 場所を含める と と も に、 他の介護事業所や障害福祉サービ ス 事業所の利用者と の同
乗を可能と する 。 【 Q&A発出】

【 通所介護、 地域密着型通所介護、 認知症対応型通所介護★、 通所リ ハビ リ テーショ ン★、 療養通所介護】

（ 送迎の範囲について）
○ 利用者の送迎について、 利用者の自宅と 事業所間の送迎を 原則と する が、 運営上支障が無く 、 利用者の居住実態

（ 例えば、 近隣の親戚の家） がある 場所に限り 、 当該場所への送迎を 可能と する 。

（ 他介護事業所利用者と の同乗について）
○ 介護サービ ス 事業所において、 他事業所の従業員が自事業所と 雇用契約を結び、 自事業所の従業員と し て送迎を

行う 場合や、 委託契約において送迎業務を委託し ている 場合（ 共同での委託を 含む） には、 責任の所在等を 明確に
し た上で、 他事業所の利用者と の同乗を 可能と する 。

（ 障害福祉サービ ス 利用者と の同乗について）
○ 障害福祉サービ ス 事業所が介護サービ ス 事業所と 雇用契約や委託契約（ 共同での委託を 含む） を 結んだ場合にお

いても 、 責任の所在等を明確にし た上で、 障害福祉サービ ス 事業所の利用者も 同乗する こ と を 可能と する 。
※ なお、 こ の場合の障害福祉サービ ス 事業所と は、 同一敷地内事業所や併設・ 隣接事業所など 、 利用者の利便性を 損なわない範囲内

の事業所と する 。

概要

算定要件等
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１ . （ ３ ） ⑲ 協力医療機関と の連携体制の構築

概要

○ 介護保険施設について、 施設内で対応可能な医療の範囲を超えた場合に、 協力医療機関と の連携の下でよ り 適切な対応を
行う 体制を確保する 観点から 、 在宅医療を担う 医療機関や在宅医療を支援する 地域の医療機関等と 実効性のある 連携体制を
構築する ために、 以下の見直し を行う 。 【 省令改正】

ア 以下の要件を満たす協力医療機関（ ③については病院に限る 。 ） を定める こ と を義務付ける （ 複数の医療機関を定める
こ と によ り 要件を満たすこ と と し ても 差し 支えないこ と と する 。 ） 。 その際、 義務付けにかかる 期限を３ 年と し 、 併せて
連携体制に係る 実態把握を行う と と も に必要な対応について検討する 。
① 入所者の病状が急変し た場合等において、 医師又は看護職員が相談対応を行う 体制を常時確保し ている こ と 。
② 診療の求めがあった場合において、 診療を行う 体制を常時確保し ている こ と 。
③ 入所者の病状の急変が生じ た場合等において、 当該施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行

い、 入院を要する と 認めら れた入所者の入院を原則と し て受け入れる 体制を確保し ている こ と 。
イ １ 年に１ 回以上、 協力医療機関と の間で、 入所者の病状の急変が生じ た場合等の対応を確認する と と も に、 当該協力医

療機関の名称等について、 当該事業所の指定を行った自治体に提出し なければなら ないこ と と する 。
ウ 入所者が協力医療機関等に入院し た後に、 病状が軽快し 、 退院が可能と なった場合においては、 速やかに再入所さ せる

こ と ができ る よ う に努める こ と と する 。

【 介護老人福祉施設、 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、 介護老人保健施設、 介護医療院】

概要

○ 高齢者施設等内で対応可能な医療の範囲を超えた場合に、 協力医療機関と の連携の下で適切な対応が行われる よ う 、 在宅
医療を担う 医療機関や在宅医療を支援する 地域の医療機関等と 実効性のある 連携体制を構築する ために、 以下の見直し を行
う 。 【 省令改正】

ア 協力医療機関を定める に当たっては、 以下の要件を満たす協力医療機関を定める よ う に努める こ と と する 。
① 利用者の病状の急変が生じ た場合等において、 医師又は看護職員が相談対応を行う 体制を常時確保し ている こ と 。
② 診療の求めがあった場合に、 診療を行う 体制を常時確保し ている こ と 。

イ １ 年に１ 回以上、 協力医療機関と の間で、 利用者の病状の急変が生じ た場合等の対応を確認する と と も に、 当該協力医
療機関の名称等について、 当該事業所の指定を行った自治体に提出し なければなら ないこ と と する 。

ウ 利用者が協力医療機関等に入院し た後に、 病状が軽快し 、 退院が可能と なった場合においては、 速やかに再入居さ せる
こ と ができ る よ う に努める こ と と する 。

【 特定施設入居者生活介護★、 地域密着型特定施設入居者生活介護、 認知症対応型共同生活介護★】
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１ . （ ３ ） ⑳ 協力医療機関と の定期的な会議の実施

概要

○ 介護老人福祉施設、 介護老人保健施設、 介護医療院、 認知症対応型共同生活介護について、 協力医療機関と の実
効性のある 連携体制を 構築する ため、 入所者ま たは入居者（ 以下「 入所者等」 と いう 。 ） の現病歴等の情報共有を
行う 会議を定期的に開催する こ と を評価する 新たな加算を創設する 。

○ ま た、 特定施設における 医療機関連携加算について、 定期的な会議において入居者の現病歴等の情報共有を行う
よ う 見直し を 行う 。 【 告示改正】

単位数

【 介護老人福祉施設、 地域密着型介護老人福祉施設、 介護老人保健施設、 介護医療院】

＜現行＞ ＜改定後＞

なし 協力医療機関連携加算
協力医療機関が(１ ) 右記の①～③の要件を満たす場合 100単位/月(令和6年度) 50単位/月(令和7年度～)（ 新設）

(２ ) それ以外の場合 ５ 単位/月（ 新設）

【 特定施設入居者生活介護★、 地域密着型特定施設入居者生活介護】

＜現行＞ ＜改定後＞

医療機関連携加算 協力医療機関連携加算
80単位/月 協力医療機関が(１ )右記の①、 ②の要件を満たす場合 100単位/月（ 変更）

(２ )それ以外の場合 40単位/月（ 変更）

【 認知症対応型共同生活介護】

＜現行＞ ＜改定後＞

なし 協力医療機関連携加算
協力医療機関が(１ )右記の①、 ②の要件を満たす場合 100単位/月（ 新設）

(２ )それ以外の場合 40単位/月（ 新設）

【 特定施設入居者生活介護★、 地域密着型特定施設入居者生活介護、 認知症対応型共同生活介護、 介護老人福祉施設、 地域密着型介
護老人福祉施設入所者生活介護、 介護老人保健施設、 介護医療院】

（ 協力医療機関の要件）
① 入所者等の病状が急変し た場合等

において、 医師又は看護職員が相談
対応を行う 体制を常時確保し ている
こ と 。

② 高齢者施設等から の診療の求めが
あった場合において、 診療を行う 体
制を常時確保し ている こ と 。

③ 入所者等の病状が急変し た場合等
において、 入院を要する と 認めら れ
た入所者等の入院を原則と し て受け
入れる 体制を確保し ている こ と 。

算定要件等

○ 協力医療機関と の間で、 入所者等の同意を得て、 当該入所者等の病歴等の情報を共有する 会議を定期的に開催し ている こ と 。 （ 新設）
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１ . （ ３ ） ㉑ 入院時等の医療機関への情報提供

概要

○ 介護老人保健施設及び介護医療院について、 入所者の入院時に、 施設等が把握し ている 生活状況等の情報提供を更に促進する 観点から 、
退所時情報提供加算について、 入所者が医療機関へ退所し た際、 生活支援上の留意点や認知機能等にかかる 情報を提供し た場合について、
新たに評価する 区分を設ける 。 ま た、 入所者が居宅に退所し た際に、 退所後の主治医に診療情報を情報提供する こ と を評価する 現行相当
の加算区分についても 、 医療機関への退所の場合と 同様に、 生活支援上の留意点等の情報提供を行う こ と を算定要件に加える 。

○ ま た、 介護老人福祉施設、 特定施設入居者生活介護、 認知症対応型共同生活介護について、 入所者ま たは入居者（ 以下「 入所者等」
と いう 。 ） が医療機関へ退所し た際、 生活支援上の留意点等の情報提供を 行う こ と を 評価する 新たな加算を 創設する 。 【 告示改正】

単位数

【 介護老人保健施設、 介護医療院】

＜現行＞ ＜改定後＞

退所時情報提供加算 500単位/回 退所時情報提供加算（ Ⅰ） 500単位/回
退所時情報提供加算（ Ⅱ） 250単位/回（ 新設）

【 特定施設入居者生活介護★、 地域密着型特定施設入居者生活介護、 認知症対応型共同生活介護★、 介護老人福祉施設、 地域密着型介護
老人福祉施設入所者生活介護】

＜現行＞ ＜改定後＞
なし 退所時情報提供加算 250単位/回（ 介護老人福祉施設） （ 新設）

退居時情報提供加算 250単位/回（ 特定施設、 認知症対応型共同生活介護） （ 新設）

【 特定施設入居者生活介護★、 地域密着型特定施設入居者生活介護、 認知症対応型共同生活介護★、 介護老人福祉施設、 地域密着型
介護老人福祉施設入所者生活介護、 介護老人保健施設、 介護医療院】

算定要件等

【 介護老人保健施設、 介護医療院】 ＜退所時情報提供加算（ Ⅰ） ＞
○ 居宅へ退所する 入所者について、 退所後の主治の医師に対し て入所者を 紹介する 場合、 入所者の同意を 得て、 当該入所者の診療情報

心身の状況、 生活歴等を 示す情報を 提供し た場合に、 入所者１ 人につき １ 回に限り 算定する 。

【 介護老人保健施設、 介護医療院】 ＜退所時情報提供加算（ Ⅱ） ＞
【 特定施設入居者生活介護★、 地域密着型特定施設入居者生活介護、 認知症対応型共同生活介護★ 、 介護老人福祉施設、 地域密着型介護
老人福祉施設入所者生活介護】 ＜退所時情報提供加算、 退居時情報提供加算 ＞

○ 医療機関へ退所する 入所者等について、 退所後の医療機関に対し て入所者等を 紹介する 際、 入所者等の同意を 得て、 当該入所者等の
心身の状況、 生活歴等を 示す情報を 提供し た場合に、 入所者等１ 人につき １ 回に限り 算定する 。

入所者等が医療機関へ退所し た場合（ 新設）

入所者が居宅へ退所し た場合（ 変更）
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１ .（ ３ ） ㉒ 介護老人福祉施設等における 緊急時等の対応方法の定期的な見直し

概要

○ 介護老人福祉施設等における 入所者への医療提供体制を確保する 観点から 、 介護老人福祉施設等があら かじ め定
める 緊急時等における 対応方法について、 配置医師及び協力医療機関の協力を 得て定める こ と と する 。 ま た、 １ 年
に１ 回以上、 配置医師及び協力医療機関の協力を 得て見直し を行い、 必要に応じ て緊急時等における 対応方法の変
更を行わなければなら ないこ と と する 。 【 省令改正】

【 介護老人福祉施設、 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】

基準

＜現行＞ ＜改定後＞

指定介護老人福祉施設は、 入所者の病状の
急変が生じ た場合のため、 あら かじ め、 配置
医師と の連携方法その他の緊急時等における
対応方法を定めておかなければなら ない。

指定介護老人福祉施設は、 入所者の病状の急変が生じ
た場合その他必要な場合のため、 あら かじ め、 配置医師
及び協力医療機関の協力を 得て、 配置医師及び協力医療
機関と の連携方法その他の緊急時等における 対応方法を
定めておかなければなら ない。

指定介護老人福祉施設は、 配置医師及び協力医療機関
の協力を 得て、 １ 年に１ 回以上、 緊急時等における 対応
方法の見直し を行い、 必要に応じ て緊急時等における 対
応方法の変更を行わなければなら ない。
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１ . （ ５ ） ① 高齢者施設等における 感染症対応力の向上

概要

○ 高齢者施設等については、 施設内で感染者が発生し た場合に、 感染者の対応を 行う 医療機関と の連携の上で施設内で感染者の療養を
行う こ と や、 他の入所者等への感染拡大を 防止する こ と が求めら れる こ と から 、 以下を 評価する 新たな加算を 設ける 。

ア 新興感染症の発生時等に感染者の診療等を 実施する 医療機関（ 協定締結医療機関） と の連携体制を 構築し ている こ と 。
イ 上記以外の一般的な感染症（ ※） について、 協力医療機関等と 感染症発生時における 診療等の対応を 取り 決める と と も に、 当該

協力医療機関等と 連携の上、 適切な対応を 行っ ている こ と 。
※ 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症を 含む。

ウ 感染症対策にかかる 一定の要件を 満たす医療機関等や地域の医師会が定期的に主催する 感染対策に関する 研修に参加し 、 助言や
指導を 受ける こ と 。

○ ま た、 感染対策に係る 一定の要件を 満たす医療機関から 、 施設内で感染者が発生し た場合の感染制御等の実地指導を 受ける こ と を 評
価する 新たな加算を 設ける 。 【 告示改正】

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
なし 高齢者施設等感染対策向上加算（ Ⅰ） 10単位/月（ 新設）

高齢者施設等感染対策向上加算（ Ⅱ） ５ 単位/月（ 新設）

【 特定施設入居者生活介護★、 地域密着型特定施設入居者生活介護、 認知症対応型共同生活介護★ 、 介護老人福祉施設、 地域密
着型介護老人福祉施設入所者生活介護、 介護老人保健施設、 介護医療院】

算定要件等

＜高齢者施設等感染対策向上加算（ Ⅰ） ＞（ 新設）
○ 感染症法第６ 条第 17 項に規定する 第二種協定指定医療機関と の間で、 新興感染症の発生時等の対応を 行う 体制を 確保し ている こ と 。
○ 協力医療機関等と の間で新興感染症以外の一般的な感染症の発生時等の対応を 取り 決める と と も に、 感染症の発生時等に協力医療機

関等と 連携し 適切に対応し ている こ と 。
○ 診療報酬における 感染対策向上加算又は外来感染対策向上加算に係る 届出を 行っ た医療機関又は地域の医師会が定期的に行う 院内感

染対策に関する 研修又は訓練に１ 年に１ 回以上参加し ている こ と 。

＜高齢者施設等感染対策向上加算（ Ⅱ） ＞（ 新設）
○ 診療報酬における 感染対策向上加算に係る 届出を 行っ た医療機関から 、 ３ 年に１ 回以上施設内で感染者が発生し た場合の感染制御等

に係る 実地指導を 受けている こ と 。
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１ . （ ５ ） ② 施設内療養を行う 高齢者施設等への対応

概要

○ 新興感染症のパンデミ ッ ク 発生時等において、 施設内で感染し た高齢者に対し て必要な医療やケアを 提供する 観
点や、 感染拡大に伴う 病床ひっ 迫を避ける 観点から 、 必要な感染対策や医療機関と の連携体制を確保し た上で感染
し た高齢者を 施設内で療養を行う こ と を新たに評価する 。

○ 対象の感染症については、 今後のパン デミ ッ ク 発生時に必要に応じ て指定する 仕組みと する 。 【 告示改正】

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
なし 新興感染症等施設療養費 240単位/日（ 新設）

【 特定施設入居者生活介護★、 地域密着型特定施設入居者生活介護、 認知症対応型共同生活介護★、 介護老人福祉施設、 地域密
着型介護老人福祉施設入所者生活介護、 介護老人保健施設、 介護医療院】

算定要件等

〇 入所者等が別に厚生労働大臣が定める 感染症※に感染し た場合に相談対応、 診療、 入院調整等を行う 医療機関を確
保し 、 かつ、 当該感染症に感染し た入所者等に対し 、 適切な感染対策を行った上で、 該当する 介護サービス を行った
場合に、 １ 月に１ 回、 連続する ５ 日を限度と し て算定する 。
※ 現時点において指定さ れている 感染症はない。
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１ . （ ５ ） ③ 新興感染症発生時等の対応を行う 医療機関と の連携

概要

○ 施設系サービ ス 及び居住系サービ ス について、 利用者及び入所者における 新興感染症の発生時等に、 感染者の診
療等を迅速に対応でき る 体制を 平時から 構築し ておく ため、 感染者の診療等を行う 協定締結医療機関と 連携し 、 新
興感染症発生時における 対応を 取り 決める よ う 努める こ と と する 。

○ ま た、 協力医療機関が協定締結医療機関である 場合には、 当該協力医療機関と の間で、 新興感染症の発生時等の
対応について協議を行う こ と を 義務づける 。 【 省令改正】

【 特定施設入居者生活介護★、 地域密着型特定施設入居者生活介護、 認知症対応型共同生活介護★、 介護老人福祉施設、 地域密
着型介護老人福祉施設入所者生活介護、 介護老人保健施設、 介護医療院】
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１ .（ ７ ） ⑤ 認知症対応型共同生活介護、 介護保険施設における 平時から の
認知症の行動・ 心理症状の予防、 早期対応の推進

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
なし 認知症チーム ケア推進加算（ Ⅰ） 150単位/月（ 新設）

認知症チーム ケア推進加算（ Ⅱ） 120単位/月（ 新設）
※認知症専門ケア加算（ Ⅰ） 又は（ Ⅱ） を算定し ている 場合においては、 算定不可。

概要

○ 認知症の行動・ 心理症状（ BPSD） の発現を 未然に防ぐ ため、 ある いは出現時に早期に対応する ための平時から
の取組を 推進する 観点から 、 新たな加算を設ける 。 【 告示改正】

【 認知症対応型共同生活介護★、 介護老人福祉施設、
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、 介護老人保健施設、 介護医療院】

算定要件等

＜認知症チーム ケア推進加算（ Ⅰ） ＞（ 新設）
（ １ ） 事業所又は施設における 利用者又は入所者の総数のう ち、 周囲の者によ る 日常生活に対する 注意を必要と する

認知症の者の占める 割合が２ 分の１ 以上である こ と 。
（ ２ ） 認知症の行動・ 心理症状の予防及び出現時の早期対応（ 以下「 予防等」 と いう 。 ） に資する 認知症介護の指導に係

る 専門的な研修を修了し ている 者又は認知症介護に係る 専門的な研修及び認知症の行動・ 心理症状の予防等に資する
ケアプロ グラ ムを含んだ研修を修了し た者を１ 名以上配置し 、 かつ、 複数人の介護職員から 成る 認知症の行動・ 心理
症状に対応する チームを組んでいる こ と 。

（ ３ ） 対象者に対し 、 個別に認知症の行動・ 心理症状の評価を計画的に行い、 その評価に基づく 値を測定し 、 認知症
の行動・ 心理症状の予防等に資する チームケアを 実施し ている こ と 。

（ ４ ） 認知症の行動・ 心理症状の予防等に資する 認知症ケアについて、 カンフ ァ レ ン ス の開催、 計画の作成、 認知症
の行動・ 心理症状の有無及び程度についての定期的な評価、 ケアの振り 返り 、 計画の見直し 等を 行っ ている こ と 。

＜認知症チーム ケア推進加算（ Ⅱ） ＞（ 新設）
・ （ Ⅰ） の（ １ ） 、 （ ３ ） 及び（ ４ ） に掲げる 基準に適合する こ と 。
・ 認知症の行動・ 心理症状の予防等に資する 認知症介護に係る 専門的な研修を修了し ている 者を １ 名以上配置し 、 か

つ、 複数人の介護職員から 成る 認知症の行動・ 心理症状に対応する チーム を組んでいる こ と 。
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２ .（ ２ ） ③ ユニッ ト ケア施設管理者研修の努力義務化

概要

○ ユニッ ト ケアの質の向上の観点から 、 個室ユニッ ト 型施設の管理者は、 ユニッ ト ケア施設管理者研修を受講する
よ う 努めなければなら ないこ と と する 。 【 省令改正】

【 短期入所生活介護★、 短期入所療養介護★、 介護老人福祉施設、 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、
介護老人保健施設、 介護医療院】
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【 短期入所療養介護★、 介護老人保健施設】

３ .（ ２ ） ⑤ 介護老人保健施設等における 見守り 機器等を導入し た場合の
夜間における 人員配置基準の緩和

概要

○ 令和３ 年度介護報酬改定における 介護老人福祉施設等に係る 見守り 機器等を 導入し た場合の夜間における 人員配
置基準の緩和と 同様に、 介護老人保健施設（ ユニッ ト 型を除く 。 ） 及び短期入所療養介護の夜間の配置基準につい
て、 見直し を 行う 。 【 告示改正】

算定要件等

○ １ 日あたり の配置人員数を現行２ 人以上と し ている と こ ろ 、 要件を 満たす場合は 1.6人以上と する 。 ただし 、 配
置人員数は常時１ 人以上配置する こ と と する 。

（ 要件）
・ 全ての利用者に見守り セン サーを導入し ている こ と
・ 夜勤職員全員がイ ンカム等のICTを 使用し ている こ と
・ 安全体制を確保し ている こ と （ ※）

○ 見守り 機器やICT導入後、 上記の要件を少なく と も ３ か月以上試行し 、 現場職員の意見が適切に反映でき る よ う 、
夜勤職員をはじ め実際にケア等を行う 多職種の職員が参画する 委員会（ 具体的要件①） において、 安全体制やケア
の質の確保、 職員の負担軽減が図ら れている こ と を 確認し た上で届け出る も のと する 。

配置
人員数

２ 人以上
利用者等の数が40以下で、 緊急時の連絡体

制を 常時整備し ている 場合は１ 人以上

※安全体制の確保の具体的要件
①利用者の安全並びに介護サービス の質の確保及び職員の負担軽減に資す

る 方策を検討する ための委員会を設置
②職員に対する 十分な休憩時間の確保等の勤務・ 雇用条件への配慮
③緊急時の体制整備（ 近隣在住職員を 中心と し た緊急参集要員の確保等）
④機器の不具合の定期チェ ッ ク の実施（ メ ーカーと の連携を 含む）
⑤職員に対する テク ノ ロ ジー活用に関する 教育の実施
⑥夜間の訪室が必要な利用者に対する 訪室の個別実施

配置
人員数

1.6人以上
利用者等の数が40以下で、 緊急時の連絡体

制を 常時整備し ている 場合は１ 人以上

＜現行＞ ＜改定後＞
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３ .（ ３ ） ⑩ ユニッ ト 間の勤務体制に係る 取扱いの明確化

概要

○ ユニッ ト 型施設において、 引き 続き 利用者と の「 馴染みの関係」 を 維持し つつ、 柔軟なサービ ス 提供によ り 、 よ
り 良いケアを 提供する 観点から 、 職員の主たる 所属ユニッ ト を明ら かにし た上で、 必要に応じ てユニッ ト 間の勤務
が可能である こ と を明確化する 。 【 通知改正】

【 短期入所生活介護★、 短期入所療養介護★、 介護老人福祉施設、 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、
介護老人保健施設、 介護医療院】

12742



【 短期入所療養介護★、 介護老人保健施設、 介護医療院】

４ .（ １ ） ⑨ 多床室の室料負担

概要

○ 「 その他型」 及び「 療養型」 の介護老人保健施設並びに「 Ⅱ型」 の介護医療院について、 新たに室料負担（ 月額
８ 千円相当） を導入する 。 【 告示改正】

単位数

算定要件等

○ 以下の多床室（ いずれも ８ ㎡/人以上に限る 。 ） の入所者について、 基本報酬から 室料相当額を 減算し 、 利用者負
担を 求める こ と と する 。 （ 新設）

• 「 その他型」 及び「 療養型」 の介護老人保健施設の多床室
• 「 Ⅱ型」 の介護医療院の多床室

○ ただし 、 基準費用額（ 居住費） を 増額する こ と で、 利用者負担第１ ～３ 段階の者については、 補足給付によ り 利
用者負担を増加さ せない。

＜現行＞

なし

＜改定後＞
該当する 施設の多床室について、 室料相当額減算と し て▲26単位/日（ 新設）
該当する 施設の多床室における 基準費用額（ 居住費） について＋260円/日（ 新設）

【 短期入所療養介護、 介護老人保健施設、 介護医療院】
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【 短期入所系サービ ス ★、 施設系サービ ス 】

５ ． ⑦ 基準費用額（ 居住費） の見直し

概要

○ 令和４ 年の家計調査によ れば、 高齢者世帯の光熱・ 水道費は令和元年家計調査に比べる と 上昇し ており 、 在宅で
生活する 者と の負担の均衡を図る 観点や、 令和５ 年度介護経営実態調査の費用の状況等を 総合的に勘案し 、 基準費
用額（ 居住費） を 60円/日引き 上げる 。 【 告示改正】

○ 基準費用額（ 居住費） を 下記のと おり 見直す。
○ 従来から 補足給付の仕組みにおける 負担限度額を ０ 円と し ている 利用者負担第１ 段階の多床室利用者については、

負担限度額を 据え置き 、 利用者負担が増えないよ う にする 。

単位数

【 基準費用額（ 居住費） 】
＜現行＞ ＜改定後＞

多床室（ 特養等） 855円 915円

多床室（ 老健・ 医療院等） 377円 437円

従来型個室（ 特養等） 1,171円 1,231円

従来型個室（ 老健・ 医療院等） 1,668円 1,728円

ユニッ ト 型個室的多床室 1,668円 1,728円

ユニッ ト 型個室 2,006円 2,066円
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補足給付（ 低所得者の食費・ 居住費の負担軽減） の仕組み (令和６ 年８ 月～)

負
担
軽
減
の
対
象

と
な
る
低
所
得
者

基準費用額
（日額（月額））

負担限度額 （日額（月額））※短期入所生活介護等（日額）
第１段階 第２段階 第３段階① 第３段階②

食費 1,445円 （4.4万円） 300円 （0.9万円）
【300円】

390円 （1.2万円）
【600円（1.8万円）】

650円 （2.0万円）
【1,000円（3.0万円）】

1,360円（4.1万円）
【1,300円（4.0万円）】

居
住
費

多床
室

特養等 915円 （2.8万円） 0円 （ 0万円） 430円 （1.3万円） 430円 （1.3万円） 430円 （1.3万円）

老健・医療院等 437円 （1.3万円） 0円 （ 0万円） 430円 （1.3万円） 430円 （1.3万円） 430円 （1.3万円）

従来
型個
室

特養等 1,231円 （3.7万円） 380円 （1.2万円） 480円 （1.5万円） 880円 （2.7万円） 880円 （2.7万円）

老健・医療院等 1,728円 （5.3万円） 550円 （1.7万円） 550円 （1.7万円） 1,370円 （4.2万円） 1,370円 （4.2万円）

ユニット型個室的多床室 1,728円 （5.3万円） 550円 （1.7万円） 550円 （1.7万円） 1,370円 （4.2万円） 1,370円 （4.2万円）

ユニット型個室 2,066円 （6.3万円） 880円 （2.6万円） 880円 （2.6万円） 1,370円 （4.2万円） 1,370円 （4.2万円）

利用者負担段階
主な対象者

預貯金額（夫婦の場合）（※）

第1段階
・ 生活保護受給者 要件なし
・ 世帯（世帯を分離している配偶者を含む。以下同じ。）全員が市町村民税非課税である

老齢福祉年金受給者
1,000万円（2,000万円）以
下

第2段階
・世帯全員が
市町村民税
非課税

年金収入金額（※）＋合計所得金額が80万円以下 650万円（1,650万円）以下
第3段階① 年金収入金額（※）＋合計所得金額が80万円超〜120万円以下 550万円（1,550万円）以下

第3段階② 年金収入金額（※）＋合計所得金額が120万円超 500万円（1,500万円）以下

第4段階 ・世帯に課税者がいる者
・市町村民税本人課税者

【】はショートステイの場合

○ 食費・ 居住費について、 利用者負担第１ ～第３ 段階➁の方を 対象に、 所得に応じ た負担限度額を 設定。

○ 標準的な費用の額（ 基準費用額） と 負担限度額と の差額を 、 介護保険から 特定入所者介護（ 予防） サービ ス 費と し て給付。

※ 平成28年８月以降は、非課税年金も含む。
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補足給付（ 低所得者の食費・ 居住費の負担軽減） の仕組み (令和７ 年８ 月～)

負
担
軽
減
の
対
象

と
な
る
低
所
得
者

基準費用額
（日額（月額））

負担限度額 （日額（月額））※短期入所生活介護等（日額）
第１段階 第２段階 第３段階① 第３段階②

食費 1,445円 （4.4万円） 300円 （0.9万円）
【300円】

390円 （1.2万円）
【600円（1.8万円）】

650円 （2.0万円）
【1,000円（3.0万円）】

1,360円（4.1万円）
【1,300円（4.0万円）】

居
住
費

多床
室

特養等 915円 （2.8万円） 0円 （ 0万円） 430円 （1.3万円） 430円 （1.3万円） 430円 （1.3万円）

老健・医療院
（室料を徴収する場合）

697円 （2.1万円） 0円 （ 0万円） 430円 （1.3万円） 430円 （1.3万円） 430円 （1.3万円）

老健・医療院等
（室料を徴収しない場合）

437円 （1.3万円） 0円 （ 0万円） 430円 （1.3万円） 430円 （1.3万円） 430円 （1.3万円）

従来
型個
室

特養等 1,231円 （3.7万円） 380円 （1.2万円） 480円 （1.5万円） 880円 （2.7万円） 880円 （2.7万円）

老健・医療院等 1,728円 （5.3万円） 550円 （1.7万円） 550円 （1.7万円） 1,370円 （4.2万円） 1,370円 （4.2万円）

ユニット型個室的多床室 1,728円 （5.3万円） 550円 （1.7万円） 550円 （1.7万円） 1,370円 （4.2万円） 1,370円 （4.2万円）

ユニット型個室 2,066円 （6.3万円） 880円 （2.6万円） 880円 （2.6万円） 1,370円 （4.2万円） 1,370円 （4.2万円）

利用者負担段階
主な対象者

預貯金額（夫婦の場合）（※）

第1段階
・ 生活保護受給者 要件なし
・ 世帯（世帯を分離している配偶者を含む。以下同じ。）全員が市町村民税非課税である

老齢福祉年金受給者
1,000万円（2,000万円）以
下

第2段階 ・世帯全員が
市町村民税
非課税

年金収入金額（※）＋合計所得金額が80万円以下 650万円（1,650万円）以下
第3段階① 年金収入金額（※）＋合計所得金額が80万円超〜120万円以下 550万円（1,550万円）以下
第3段階② 年金収入金額（※）＋合計所得金額が120万円超 500万円（1,500万円）以下

第4段階 ・世帯に課税者がいる者
・市町村民税本人課税者

【】はショートステイの場合

○ 食費・ 居住費について、 利用者負担第１ ～第３ 段階➁の方を 対象に、 所得に応じ た負担限度額を 設定。

○ 標準的な費用の額（ 基準費用額） と 負担限度額と の差額を 、 介護保険から 特定入所者介護（ 予防） サービ ス 費と し て給付。

※ 平成28年８月以降は、非課税年金も含む。
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２ . (１ ) ②介護保険施設における リ ハビリ テーショ ン・ 機能訓練、 口腔、 栄養の一体的取組の推進①

概要

○ リ ハビ リ テーショ ン ・ 機能訓練、 口腔、 栄養を一体的に推進し 、 自立支援・ 重度化防止を効果的に進める 観点か
ら 、 介護老人保健施設における リ ハビ リ テーショ ン マネジメ ント 計画書情報加算、 介護医療院における 理学療法、
作業療法及び言語聴覚療法並びに介護老人福祉施設における 個別機能訓練加算（ Ⅱ） について、 以下の要件を満た
す場合について評価する 新たな区分を 設ける 。 【 告示改正】
ア 口腔衛生管理加算（ Ⅱ） 及び栄養マネジメ ント 強化加算を算定し ている こ と 。
イ リ ハビ リ テーショ ン実施計画等の内容について、 リ ハビ リ テーショ ン ・ 機能訓練、 口腔、 栄養の情報を 関係職

種の間で一体的に共有する こ と 。 その際、 必要に応じ てLIFEに提出し た情報を活用し ている こ と 。
ウ 共有し た情報を踏ま え、 リ ハビ リ テーショ ン計画ま たは個別機能訓練計画について必要な見直し を 行い、 見直

し の内容について関係職種に対し 共有し ている こ と 。

単位数

【 介護老人保健施設】
＜現行＞ ＜改定後＞

リ ハビリ テーショ ンマネジメ ント 計画書情報加算 33単位/月 リ ハビリ テーショ ンマネジメ ント 計画書情報加算（ Ⅰ） 53単位/月 (新設)
リ ハビリ テーショ ンマネジメ ント 計画書情報加算（ Ⅱ） 33単位/月

※加算（ Ⅰ） 、 （ Ⅱ） は併算定不可

【 介護医療院】
＜現行＞ ＜改定後＞

理学療法 注６ ､作業療法 注６ ､言語聴覚療法 注４ 33単位/月 理学療法 注６ ､作業療法 注６ ､言語聴覚療法 注４ 33単位/月
理学療法 注７ ､作業療法 注７ ､言語聴覚療法 注５ 20単位/月(新設)

※加算（ Ⅰ） 、 （ Ⅱ） は併算定可

【 介護老人福祉施設、 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】
＜現行＞ ＜改定後＞

個別機能訓練加算（ Ⅰ） 12単位/日 個別機能訓練加算（ Ⅰ） 12単位/日 (変更なし )
個別機能訓練加算（ Ⅱ） 20単位/月 個別機能訓練加算（ Ⅱ） 20単位/月 (変更なし )

個別機能訓練加算（ Ⅲ） 20単位/月 (新設)
※加算（ Ⅰ） 、 （ Ⅱ） 、 （ Ⅲ） は併算定可

【 介護老人福祉施設、 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、 介護老人保健施設、 介護医療院】
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２ . (１ ) ②介護保険施設における リ ハビリ テーショ ン・ 機能訓練、 口腔、 栄養の一体的取組の推進②

算定要件等

【 介護老人保健施設】 ＜リ ハビ リ テーショ ンマネジメ ント 計画書情報加算（ Ⅰ） ＞（ 新設）
【 介護医療院】 ＜理学療法 注７ 、 作業療法 注７ 、 言語聴覚療法 注５ ＞（ 新設）
○ 入所者ごと のリ ハビ リ テーショ ン 計画書の内容等の情報を 厚生労働省に提出し ている こ と 。 必要に応じ てリ ハビ

リ テーショ ン 計画の内容を 見直す等、 リ ハビ リ テーショ ンの実施に当たって、 当該情報その他リ ハビ リ テーショ ン
の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用し ている こ と 。

※上記は介護老人保健施設の場合。 介護医療院については、 理学療法 注６ 、 作業療法 注６ 又は言語聴覚療法 注
４ を 算定し ている こ と 。

○ 口腔衛生管理加算（ Ⅱ） 及び栄養マネジメ ント 強化加算を 算定し ている こ と 。
○ 入所者ごと に、 医師、 管理栄養士、 理学療法士、 作業療法士、 言語聴覚士、 歯科衛生士、 看護職員、 介護職員そ

の他の職種の者が、 リ ハビ リ テーショ ン計画の内容等の情報その他リ ハビ リ テーショ ンの適切かつ有効な実施のた
めに必要な情報、 入所者の口腔の健康状態に関する 情報及び入所者の栄養状態に関する 情報を 相互に共有する こ と 。

○ 共有し た情報を 踏ま え、 必要に応じ てリ ハビ リ テーショ ン 計画の見直し を行い、 見直し の内容について、 関係職
種間で共有し ている こ と 。

【 介護老人福祉施設、 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】
＜個別機能訓練加算（ Ⅲ） ＞（ 新設）
○ 個別機能訓練加算（ Ⅱ） を算定し ている こ と 。
○ 口腔衛生管理加算（ Ⅱ） 及び栄養マネジメ ント 強化加算を 算定し ている こ と 。
○ 入所者ごと に、 理学療法士等が、 個別機能訓練計画の内容等の情報その他個別機能訓練の適切かつ有効な実施の

ために必要な情報、 入所者の口腔の健康状態に関する 情報及び入所者の栄養状態に関する 情報を相互に共有し てい
る こ と 。

○ 共有し た情報を 踏ま え、 必要に応じ て個別機能訓練計画の見直し を 行い、 見直し の内容について、 理学療法士等
の関係職種間で共有し ている こ と 。

【 介護老人福祉施設、 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、 介護老人保健施設、 介護医療院】
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２ .（ １ ） ⑱ 介護保険施設における 口腔衛生管理の強化

概要

○ 介護保険施設において、 事業所の職員によ る 適切な口腔管理等の実施と 、 歯科専門職によ る 適切な口腔管理につ
なげる 観点から 、 事業者に利用者の入所時及び入所後の定期的な口腔衛生状態・ 口腔機能の評価の実施を義務付け
る 。 【 通知改正】

算定要件等

○ 施設の従業者又は歯科医師若し く は歯科医師の指示を 受けた歯科衛生士が施設入所時及び入所後の定期的な口腔
の健康状態の評価を実施する こ と 。

○ 技術的助言及び指導又は口腔の健康状態の評価を 行う 歯科医師若し く は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士にお
いては、 当該施設と の連携について、 実施事項等を 文書等で取り 決めを行う こ と 。

【 介護老人福祉施設、 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、 介護老人保健施設、 介護医療院】

指示

日常的な口腔管理の提供

【 介護保険施設】 入所者の口腔衛生の管理体制に係る 計画を 作成

入所者

介護職員
歯科医師 歯科衛生士

歯科衛生士

歯科医師
施設職員

口腔の健康
状態の評価

令和６ 年度介護報酬改定追加事項

技術的
助言・ 指導

（ 年２ 回以上）

＜運営基準等における 対応＞
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２ .（ １ ） ㉑ 退所者の栄養管理に関する 情報連携の促進

概要

○ 介護保険施設から 、 居宅、 他の介護保険施設、 医療機関等に退所する 者の栄養管理に関する 情報連携が切れ目な
く 行われる よ う にする 観点から 、 介護保険施設の管理栄養士が、 介護保険施設の入所者等の栄養管理に関する 情報
について、 他の介護保険施設や医療機関等に提供する こ と を 評価する 新たな加算を 設ける 。 【 告示改正】

算定要件等

○対象者
・ 厚生労働大臣が定める 特別食※を必要と する 入所者又は

低栄養状態にある と 医師が判断し た入所者

○主な算定要件
・ 管理栄養士が、 退所先の医療機関等に対し て、

当該者の栄養管理に関する 情報を 提供する 。
・ １ 月につき １ 回を限度と し て所定単位数を 算定する 。

【 介護老人福祉施設、 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、 介護老人保健施設、 介護医療院 】

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
なし 退所時栄養情報連携加算 70単位/回（ 新設）

※疾病治療の直接手段と し て、 医師の発行する 食事箋
に基づき 提供さ れた適切な栄養量及び内容を 有する
腎臓病食、 肝臓病食、 糖尿病食、 胃潰瘍食、 貧血食、
膵臓病食、 脂質異常症食、 痛風食、 嚥下困難者のた
めの流動食、 経管栄養のための濃厚流動食及び特別
な場合の検査食（ 単なる 流動食及び軟食を 除く 。 ）

介護保険施設A

自宅
（ 在宅担当医療機関）

介護保険施設B 医療機関

栄養管理に関する 情報

＋

介護支援専門員
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２ .（ １ ） ㉒ 再入所時栄養連携加算の対象の見直し

概要

○ 再入所時栄養連携加算について、 栄養管理を必要と する 利用者に切れ目なく サービ ス を 提供する 観点から 、 医療
機関から 介護保険施設への再入所者であって特別食等を 提供する 必要がある 利用者を算定対象に加える 。
【 告示改正】

【 介護老人福祉施設、 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 、 介護老人保健施設、 介護医療院】

算定要件等

○対象者
＜現行＞ ＜改定後＞

二次入所において必要と なる 栄養管理が、
一次入所の際に必要と し ていた栄養管理
と は大き く 異なる 者。

厚生労働大臣が定める 特別食※等を必要と する 者。

※疾病治療の直接手段と し て、 医師の発行する 食事箋に基づき 提供さ れた適切な栄養量及び内容を有する 腎臓病食、 肝臓病食、 糖尿病食、
胃潰瘍食、 貧血食、 膵臓病食、 脂質異常症食、 痛風食、 嚥下困難者のための流動食、 経管栄養のための濃厚流動食及び特別な場合の検査食
（ 単なる 流動食及び軟食を除く 。 ）
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介護保険施設A

医療機関の
管理栄養士

介護保険施設Aの
管理栄養士

再入所時栄養連携加算

【 対象者】
厚生労働大臣が定める 特別食等が必要な者

【 算定要件】
栄養に関する 指導又はカンフ ァ レ ンス に同席※し 、 医療機関
の管理栄養士と 連携し て、 二次入所後の栄養ケア計画を 作
成する 。

※当該者等の同意を得たう えでテレ ビ電話装置等を活用し て行う
こ と も 可能。

施設移動
入院

自宅退所

施設退院
転院

自宅退院

入院前の
施設に
再入所

入院

栄養情報提供加算
（ 診療報酬）

退所時栄養情報連携加算（ 新設）

【 対象者】
厚生労働大臣が定める 特別食を 必要と する 入所者又は、
低栄養状態にある と 医師が判断し た入所者。

【 算定要件】
・ 管理栄養士が、 退所先の医療機関等に対し て、

当該者の栄養管理に関する 情報を 提供する 。
・ １ 月につき １ 回を 限度と し て所定単位数を 算定する 。

自宅
（ 在宅担当医療機関）

介護保険施設B 医療機関Ⅱ

医療機関Ⅰ

栄養に関する 情報連携のイ メ ージ図

テレ ビ 電話装置等も 活用可能

下線部： Ｒ ６ 報酬改定事項

＋
介護支援専門員
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２ .（ ３ ） ② 自立支援促進加算の見直し

概要

○ 自立支援促進加算について、 質の高い情報の収集・ 分析を 可能と し 、 入力負担を 軽減し 科学的介護を 推進する 観
点から 、 以下の見直し を 行う 。

ア 加算の様式について入力項目の定義の明確化や他の加算と 共通し ている 項目の見直し 等を 実施 。
【 通知改正】

イ LIFE への初回のデータ 提出時期について、 他の LIFE 関連加算と 揃える こ と を可能と する 。 【 通知改正】
ウ 医師の医学的評価を少なく と も 「 ６ 月に１ 回」 から 「 ３ 月に１ 回」 に見直す 。 【 告示改正】
エ 本加算に沿っ た取組に対する 評価を 持続的に行う ため、 事務負担の軽減を 行いつつ評価の適正化を 行う 。

【 告示改正】

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
自立支援促進加算 300単位/月 自立支援促進加算 280単位/月（ 変更）

（ 介護老人保健施設は300単位/月）

【 介護老人福祉施設、 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、 介護老人保健施設、 介護医療院】

算定要件等

○ 医学的評価の頻度について、 支援計画の見直し 及びデータ 提出の頻度と 合わせ、 少なく と も 「 ３ 月に１ 回」 へ見
直すこ と で、 事務負担の軽減を 行う 。

○ その他、 LIFE関連加算に共通し た見直し を 実施。
＜入力負担軽減に向けたLIFE関連加算に共通する 見直し ＞
・ 入力項目の定義の明確化や、 他の加算と 共通する 項目の選択肢を統一化する 。
・ 同一の利用者に複数の加算を算定する 場合に、 一定の条件下でデータ 提出のタ イ ミ ングを統一でき る よ う にする 。

10253



２ .（ ３ ） ④ アウ ト カム評価の充実のための排せつ支援加算の見直し

概要

○ 排せつ支援加算について、 介護の質の向上に係る 取組を 一層推進する 観点から 、 以下の見直し を 行う 。
ア 排せつ状態の改善等についての評価に加え、 尿道カテーテルの抜去についても 新たに評価を 行う 。 【 告示改正】
イ 医師又は医師と 連携し た看護師によ る 評価を 少なく と も 「 ６ 月に１ 回」 から 「 ３ 月に１ 回」 に見直す。 【 告示改正】
ウ 加算の様式について入力項目の定義の明確化や他の加算と 共通し ている 項目の見直し 等を 実施 。 【 通知改正】
エ 初回のデータ 提出時期について、 他の LIFE 関連加算と 揃える こ と を 可能と する 。 【 通知改正】

【 看護小規模多機能型居宅介護 、 介護老人福祉施設、 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、 介護老人保健
施設、 介護医療院】

算定要件等

○ LIFE関連加算に共通し た見直し を実施。
＜入力負担軽減に向けたLIFE関連加算に共通する 見直し ＞

・ 入力項目の定義の明確化や、 他の加算と 共通する 項目の選択肢を統一化する
・ 同一の利用者に複数の加算を算定する 場合に、 一定の条件下でデータ 提出のタ イ ミ ングを統一でき る よ う にする

＜排せつ支援加算（ Ⅰ） ＞
○ 以下の要件を満たすこ と 。

イ 排せつに介護を要する 入所者等ごと に、 要介護状態の軽減の見込みについて、 医師又は医師と 連携し た看護師が施設入所時等に評価する と と
も に、 少なく と も ３ 月に１ 回、 評価を行い、 その評価結果等を厚生労働省に提出し 、 排せつ支援に当たって当該情報等を活用し ている こ と 。

ロ イ の評価の結果、 適切な対応を行う こ と によ り 、 要介護状態の軽減が見込ま れる 者について、 医師、 看護師、 介護支援専門員等が共同し て、
排せつに介護を要する 原因を分析し 、 それに基づいた支援計画を作成し 、 支援を継続し て実施し ている こ と 。

ハ イ の評価に基づき 、 少なく と も ３ 月に１ 回、 入所者等ごと に支援計画を見直し ている こ と 。

＜排せつ支援加算（ Ⅱ） ＞
○ 排せつ支援加算（ Ⅰ） の算定要件を満たし ている 施設等において、 適切な対応を行う こ と によ り 、 要介護状態の軽減が見込ま れる 者について、

・ 施設入所時等と 比較し て、 排尿・ 排便の状態の少なく と も 一方が改善する と と も に、 いずれにも 悪化がないこ と 。
・ 又はおむつ使用あり から 使用なし に改善し ている こ と 。
・ 又は施設入所時・ 利用開始時に尿道カテーテルが留置さ れていた者について、 尿道カテーテルが抜去さ れたこ と 。

＜排せつ支援加算（ Ⅲ） ＞
○ 排せつ支援加算（ Ⅰ） の算定要件を満たし ている 施設等において、 適切な対応を行う こ と によ り 、 要介護状態の軽減が見込ま れる 者について、

・ 施設入所時等と 比較し て、 排尿・ 排便の状態の少なく と も 一方が改善する と と も に、 いずれにも 悪化がない
・ 又は施設入所時・ 利用開始時に尿道カテーテルが留置さ れていた者について、 尿道カテーテルが抜去さ れたこ と 。
・ かつ、 おむつ使用あり から 使用なし に改善し ている こ と 。
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２ .（ ３ ） ⑤ アウ ト カム評価の充実のための褥瘡マネジメ ント 加算等の見直し

概要

○ 褥瘡マネジメ ント 加算（ 介護医療院は褥瘡対策指導管理） について、 介護の質の向上に係る 取組を 一層推進する
観点から 、 以下の見直し を 行う 。

ア 施設入所時又は利用開始時に既に発生し ていた褥瘡が治癒し たこ と についても 評価を 行う 。 【 告示改正】
イ 加算の様式について 入力項目の定義の明確化や他の加算と 共通し ている 項目の見直し 等を 実施。 【 通知改正】
ウ 初回のデータ 提出時期について、 他の LIFE 関連加算と 揃える こ と を 可能と する 。 【 通知改正】

【 看護小規模多機能型居宅介護 、 介護老人福祉施設、 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、 介護老人保健
施設、 介護医療院】

算定要件等

○ LIFE関連加算に共通し た見直し を実施。
＜入力負担軽減に向けたLIFE関連加算に共通する 見直し ＞

・ 入力項目の定義の明確化や、 他の加算と 共通する 項目の選択肢を統一化する
・ 同一の利用者に複数の加算を算定する 場合に、 一定の条件下でデータ 提出のタ イ ミ ングを統一でき る よ う にする

＜褥瘡マネジメ ント 加算（ Ⅰ） ＞
○ 以下の要件を満たすこ と 。

イ 入所者又は利用者ごと に、 施設入所時又は利用開始時に褥瘡の有無を確認する と と も に、 褥瘡の発生と 関連のある リ ス ク について、 施設入所
時又は利用開始時に評価し 、 その後少なく と も ３ 月に１ 回評価する こ と 。

ロ イ の確認及び評価の結果等の情報を厚生労働省に提出し 、 褥瘡管理の実施に当たって、 当該情報その他褥瘡管理の適切かつ有効な実施のため
に必要な情報を活用し ている こ と 。

ハ イ の確認の結果、 褥瘡が認めら れ、 又はイ の評価の結果、 褥瘡が発生する リ ス ク がある と さ れた入所者又は利用者ごと に、 医師、 看護師、 介
護職員、 管理栄養士、 介護支援専門員その他の職種の者が共同し て、 褥瘡管理に関する 褥瘡ケア計画を作成し ている こ と 。

ニ 入所者又は利用者ごと の褥瘡ケア計画に従い褥瘡管理を実施する と と も に、 その管理の内容や入所者又は利用者の状態について定期的に記録
し ている こ と 。

ホ イ の評価に基づき 、 少なく と も ３ 月に１ 回、 入所者又は利用者ごと に褥瘡ケア計画を見直し ている こ と 。

＜褥瘡マネジメ ント 加算（ Ⅱ） ＞
○ 褥瘡マネジメ ント 加算（ Ⅰ） の算定要件を満たし ている 施設等において、 施設入所時等の評価の結果、 褥瘡の認めら れた入所者等について、 当

該褥瘡が治癒し たこ と 、 又は褥瘡が発生する リ ス ク がある と さ れた入所者等について、 褥瘡の発生のないこ と 。

＜褥瘡対策指導管理（ Ⅱ ） ＞
○ 褥瘡対策指導管理（ Ⅰ） に係る 基準を満たす介護医療院において、 施設入所時の評価の結果、 褥瘡の認めら れた入所者等について、 当該褥瘡が

治癒し たこ と 、 又は褥瘡が発生する リ ス ク がある と さ れた入所者について、 褥瘡の発生のないこ と 。
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